
令 和 ９ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ）

（警察庁）

項 目 名
改正犯収法の施行に伴う犯罪利用防止措置用口座等の開設等に係る所
要の措置

税 目 租税条約等実施特例法

要

望

の

内

容

犯罪による収益の移転防止に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法
律第 34 号。以下「改正犯収法」という。）の施行に伴い、新たに導入される口
座等犯罪利用防止措置における犯罪利用防止措置用口座等の開設等について、
租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税及び地方税法の特例等に関する法律
（昭和 44 年法律第 46 号。 以下「租税条約等実施特例法」という。）上の「非
居住者に係る金融口座情報の自動的交換のための報告制度」及び「非居住者に
係る暗号資産等取引情報の自動的交換のための報告制度」における特定手続の
対象外とする。

平年度の減収見込額 － 百万円

(制度自体の減収額) ( － 百万円)

(改 正 増 減 収 額) ( － 百万円)

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由

(1) 政策目的

改正犯収法により創設された犯罪利用防止措置用口座等について、当該口
座等の開設等を租税条約等実施特例法上の特定手続の対象外とすることで、
金融機関等への氏名及び住所等を記載した届出書の提出義務等を免除し、都
道府県警察や金融機関等の負担を削減する。

(2) 施策の必要性

口座等犯罪利用防止措置を実施するに当たって、警察官は、犯罪利用防止
措置用口座等を開設等するところ、こうした犯罪利用防止措置用口座等に係
る取引が租税条約等実施特例法で定める特定取引又は暗号資産等取引に当た
る場合には、特定取引又は暗号資産等取引を行う者は、氏名及び住所等を記
載した届出書を当該金融機関等の営業所等の長に提出しなければならないこ
とから、犯罪利用防止措置口座等の開設等についても届出書の提出義務を負
うこととなる。

犯罪利用防止措置用口座等については、一般の預貯金口座等と異なり、犯
罪利用の防止のために都道府県警察によって開設等され、犯罪グループに当
該口座の通帳等を譲渡等したとしても警察及び金融機関によって適切に管理
されるものであることから、国際的な脱税及び租税回避に用いられるもので
はない。

したがって、都道府県警察にこうした提出義務を課すことは都道府県警
察、金融機関等に無用な負担を負わせるものであり、犯罪利用防止措置用口
座等の開設等を租税条約等実施特例法上の特定手続の対象外とすることが適
当である。

なお、犯収法においても、預貯金口座等の開設等といった取引を行う際に
は、金融機関等の特定事業者に対して本人確認等の取引時確認を義務付けて
いるところ、改正犯収法において犯罪利用防止措置用口座等に係る取引を取
引時確認の適用除外としている。この点、租税条約等実施特例法においても
特定手続の対象から当該口座等の開設等を除外することで、整合性がとれる
こととなる。
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今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

関

連

す

る

事

項

合

理

性

政 策 体 系

に お け る

政策目的の

位 置 付 け

政 策 の

達成目標

租税特別措

置の適用又

は延長期間

同上の期間

中 の 達 成

目 標

政策目標の

達 成 状 況

有

効

性

要 望 の

措 置 の

適用見込み

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性)

相

当

性

当該要望項

目以外の税

制上の措置

予算上の

措置等の

要求内容

及び金額

上記の予算

上の措置等

と要望項目

と の 関 係

要望の措置

の 妥 当 性
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項

租税特別

措 置 の

適用実績

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態

調 査 結 果

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果

(手段として

の有効性)

前回要望時

の達成目標

前回要望時

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由

これまでの

要 望 経 緯

令和８年６月に成立、公布された改正犯収法に基づき、今回
新たに要望を行うものである。
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令 和 ９ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ）

（ 警察庁 ）

項 目 名 犯罪被害給付制度の見直しに伴う税制上の所要の措置

税 目 所得税、国税徴収法

要

望

の

内

容

犯罪被害給付制度の見直しを令和９年度中に行う場合においても、引き続
き、犯罪被害者等給付金について非課税措置及び差押禁止措置を講ずる。

平年度の減収見込額 － 百万円

(制度自体の減収額) ( － 百万円)

(改 正 増 減 収 額) ( － 百万円)

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由

⑴ 政策目的

犯罪被害者等給付金は、殺人、傷害等の故意の犯罪行為により重大な犯罪
被害（死亡、障害又は重傷病）を負い、他に何らの救済も受けることができ
ない犯罪被害者等に対して、犯罪被害者等が受けた精神的、経済的被害の軽
減を図るため、国が、社会の連帯共助の精神に基づき支給するものである。

犯罪被害者等給付金については、犯罪被害者等の救済の実効性を確保する
ため、犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律
（昭和 55 年法律第 36 号）により、非課税措置及び差押禁止措置が講じられ
ているところである。

⑵ 施策の必要性

犯罪被害者等給付金については、犯罪被害者等の救済の実効性を確保する
ため、犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律
（昭和 55 年法律第 36 号）において、既に非課税措置及び差押禁止措置が講
じられている。

犯罪被害者等給付金は労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）等
他の公的給付制度を参考としているところ、第 221 回国会において遺族補償
年金等の支給要件の見直し等を内容とする労働者災害補償保険法の一部を改
正する法律（令和８年法律第 60 号）が成立したことを受け、当庁においても
犯罪被害給付制度における遺族給付金の支給要件等の見直しを検討してい
る。

当該検討を踏まえた犯罪被害給付制度の見直しを令和９年度中に行う場合
においても、犯罪被害者等が受けた精神的・経済的被害の軽減を図るため、
社会の連帯共助の精神に基づき国が支給するものであるという犯罪被害者等
給付金の趣旨に何ら変更はないことから、これに対して課税等をして犯罪被
害者等の立ち直り効果が減殺されることのないよう、引き続き、犯罪被害者
等給付金について、非課税措置及び差押禁止措置が講じられることとする必
要がある。
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今

回

の

要

望

□

租

税

特

別

措

置

□

に

関

連

す

る

事

項

合

理

性

政 策 体 系

に お け る

政策目的の

位 置 付 け

令和８年度政策評価実施計画（国家公安委員会・警察庁）
基本目標２ 犯罪被害者等の支援の充実
業績目標１ 犯罪被害者等に対する経済的支援・精神的支援等

総合的な支援の充実

政 策 の

達成目標

犯罪被害者等は、犯罪による直接的な被害に加えて、経済的
損害、精神的苦痛等の様々な被害を被っており、多様な場面に
おいて支援を必要としていることから、犯罪被害者等に対する
経済的・精神的支援等の総合的な支援を充実させる。

租税特別措

置の適用又

は延長期間

－

同上の期間

中 の 達 成

目 標

－

政策目標の

達 成 状 況

犯罪被害給付制度は、同制度が発足した昭和 56 年から令和８
年３月末までの間に 13,087 人の犯罪被害者について約 403 億
2100 万円を支給している。

有

効

性

要 望 の

措 置 の

適用見込み

－

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性)

犯罪被害者等給付金に非課税措置及び差押禁止措置が適用さ
れた場合、犯罪被害者等が受ける犯罪被害者等給付金は減額さ
れないことから、犯罪被害者等の精神的、経済的被害の軽減を
図る上で有効である。

相

当

性

当該要望項

目以外の税

制上の措置

地方税についても同様の要望を行っている。

予算上の

措置等の

要求内容

及び金額

－

上記の予算

上の措置等

と要望項目

と の 関 係

－

要望の措置

の 妥 当 性

犯罪被害者等給付金は、他に何らの救済を受けることができ
ない犯罪被害者等に対し、犯罪被害者等が受けた精神的、経済
的被害の軽減を図るため、国が社会連帯共助の精神に基づき支
給するものであり、これに対して課税等した場合には、制度の
趣旨に反し、犯罪被害者等の立ち直り効果が減殺されることな
どから、非課税措置及び差押禁止措置が不可欠である。
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項

租税特別

措 置 の

適用実績

－

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態

調 査 結 果

－

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果

(手段として

の有効性)

－

前回要望時

の達成目標
－

前回要望時

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由

－

これまでの

要 望 経 緯

犯罪被害者等給付金については、犯罪被害給付制度創設時
（昭和 56 年１月）から非課税措置及び差押禁止措置が講じられ
ている。

令和６年度税制改正要望において、犯罪被害者等給付金の支
給額の引上げ等がなされた後においても、引き続き、非課税措
置及び差押禁止措置を講ずるよう要望し、実現。
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